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A Comparison of Perceived 

Risk of Fires between Lay 
People and Experts 

Kazuya NAKAYACHI 

This research巴xaminedth巴differencesbetwe巴nlay 

people and experts in estimating the perceived causes 

of fires. One hundl巴dand eight巴enstudents and 142 

日rcfightersparticipated in the survey. The results of 

analyses suggested that lay people underestimate the 

statistically high causes of fire. On the other hand， 

expcrts correctiy estimate those causes that are statis 

tically of high frequency. lmplications of the current 

results for how to best communicate with the public on 

the causes and pr巴ventionof fires were discussed. 
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Lichtenstein， Slovic， Fischhoff， Layman， & Comb 

(1978)は実験参加者(一般人)に対して，自動車事故によ

る年間死亡者数が5万名であるとの参考情報を与えたlこ

で，竜巻，胃力、ン， !惑電，なと 40主l!矧の多様なハザードを

提不し，それぞれの年間死亡者数を舵定するよう求めた。

その結果，死亡者数の低いハザードは過大に惟定され，逆

に，死亡者数の多L、ハザ ドは過小に推定される傾向が見

いだされた。同様な結果は，ハザードセ y 卜を変えた Slo

vic. Fischhoff， & Lichtenstein (1979)やカーネギーメロ

ン大学で実施された研究 (Engin巴巴ringand Public Poli 

cy I Carnegie-Mellon University Graduate Research 

Methods Class， 1983)においても再現されている。このよ

うな一般人のリスク認知特性に対して，リスク問題にかか

わる専門家は，ほほ年間の死亡者統計データに沿ってリ ス

ク沼女nしているこ とがSlovicet al. (1979)において確認さ

れている。本研究の目的は，このような専門家と一般人の

リスク認知傾向が特定の下位領域，q守に，火災リスクの傾

岐においても当てはまるのかどうかを検討することであ

る。より具体的には， Lichtenstein et al. (1978)の手法に

ならい， 15種類の火災原因の頻度を1ft定するよう調査参
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加者に求める。この問題を検討することには， リス ク認知

に|誕|する代表的知l見の一般性を鉱張するという即論 l二の意

義があるだけでなく，専門家と一般人のIH'Jにはどのような

認知ギャップがあり，今後，火災防止のためのコミ ュニ

ケーションではとのような火災原因に佐点をあてるべきか

という，防災実務への示唆が期待できる。ところが， これ

まで消防専門家のリスク認知を測定した調査デ ータはな

く，この問題にはアプローチされていなし、。今凶，多数の

消防署員を調査参加者と して得る ことができたので，火災

原因m定についての一般人専門家間の相逃を定id的に検
討する。

方法

調査参加者 専門家については全国消防長会総務委員会

を通じ，全国 50カ所の消防本部に調査への協力を依頼し

た。依頼にあたっては， 消防本部ごとに在!倣年数 10年を

超える臓員 3名の協力を求めた。その結果， 142名の回答

を得た(男性 136名，"9:.性 3名， 不明3名)。平均年齢は

40.8歳(SD=7.6)，平均在職年数 19.9年 (SD=7.9)であっ

た。一方，一般人としては関西の 2つの大学の学生 118名

(男性 52名，女性 66名)から回答を得た。平均年齢は

19.8放 (SD=1.3)であった。

調査時期 調査は 2007年4月に実施した。

調査項目 平成 18年版消防白書を参考にして， 1:1ニ宅火

災原因として，ストーブ，衝突の火花，焼却炉，こんろ，

電灯 ・屯話などの配線， 電気機器，たばこ，たき火，マッ

チ・ライター，放火 ・放火の疑い，ボイラー，Iffi¥呂かまと，

こたつ，配線23JEl，灯火 (ランプ ・ろうそく等)の 15種を

あげた。そして，1それぞれが原因となる住宅の火災が匡|内

で1年間に何件くらい発生しているか」を回答するよう求

めた。このとき，先行研究の手法にならい，平成 17年に(j'!ii

認されている，火遊びによる住宅火災の内数が約 480件で

ある ことを参考情報と して提示した。さらに，日本国内に

おいて火事で亡くなる人は年々 ，とのような傾向にあると

jどうかを It首えているJ1ほぼ横ばいJ1減っている」のう

ちから選ぶよう求めた。最後に，火事によ って， 1年間で

何人くらいの人が亡くなると思うかを，年間死亡者数が，

ガ/~('] 30万名，自殺約 3万名，交通事故約 l万名，殺人

約 600名， gl然災害約 250名，務霞約 5名，という参考情

報を与えた上で!H;定するよう求めた。

結果

火災原因件数や死亡者数の回答には一u浪が設定されず，

1)本研究は科学研究費補助金(;!基盤研究(B)課題番号 18330136)の助成を受け，全国消防長会総務委員会の協力により

実経された。
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Figure 1 ('1・宅火災発生!則元|の ~:I二 I lJ l~li1支紙工E

はずれ(ii'!も散見されるので， rlJ央(ii'Iを代表(ii'Iとして結果を

検;;'1する。年間死亡有数の1([定値は，消防 l尉民の[1二I火i位が

1，700名，学生の中央値が 1，000名であった。平成 17{I全

体での火*による死亡者数は 2，195名であり，消防自白.員の

方が近くヂ生はかなり過小評価liしているといえよう。ま

た，火災ド|数の増減については，消防署i-Jでは I!位えてい

る」という同答が 50.7% と段も多く， iほほ陥ばい」が

35.2%， i減っている」は 14.1% であった。-/j， や生で

は， ("ほほ峨(;fい」が 55.1% と段多で，ついで， l!i4えてい

るJ254%， ("減っているJ19.5% となった。消防羽目と学

生!日lの比の差は有志であった (;(2=17.4、df=2.Tく 001)。

年間死亡者数を 5{Iー ごとに ~I'均す ると、利点 1 7 年以 I)í j の 5

年間で， 2175.4名，その前の5年間で2，058.2名， 1，;1棟に

5 '.下問ずっさかのほって， 1.958.8名， 1.92l.8名，1.896.8 

名と，過去から現仮にかけて死亡者数は I'.!i'傾向にある。

したがって，火災の地減傾向に|基|しでも， il'jll}jち員は学生

よりも実態を出WI(しており，ザ:生は火災')スクの1fi移を楽

1倒的に手1'.(illiしているといえる。

さて，各住宅火災原因について，ム1-'1&1811消防じ172に

示される年間統計訟を横MI，消防岩員および'下生の批定値

を縦MIにとり，立す数ク ラフをf'lo成したo ~，!; ~~を F igure 1 

に示す。対角線上にプロ y 卜されると，その火災JjJlI正|につ

いては実態と般定値が一致しており，対f:(J線より卜にプ

ロットされるとその項目は過小評liIIiされていることに，おI

角線よりも上部にプロ y 卜されると過大評価lされているこ

とになる。l-glからl切らかなように，参考情報としてリえた

「火滋びJJ古lillの，発生頻度が[:(:1程度の項目や，放火，こん

ろ，タバコといった，きわめて発.'::I=.Wi伎の計川、JJil=1につい

ては，消防当員はtf:問統計idに近い回答を小している。こ

れに対して，学生の限定値はil!jl坊署iJのそれをノ王きく卜回

り，jf!1小評価している。一方，発生出1iI支の{氏いた き火や焼

却炉については，消防署員はj也大評価の傾向にあり，学生

のプJカi1rr，.:1統計量に近し、。項目 ごとに， iì~íI約者以ー学 '1:.問の

差を ivlann-Whitney検定により分析したところ， すべて

の項目において有意差が認められた (zs> 2.77. tsく 01)。

( 27 ) 

考 察

允生!民i/Jtが[:'~\、住吉火災 J!;t因や ， 先生頻度が ['1-'何度のIi;(

因については， .Jtl 川家の 1(t定値はおおむね 1I é r~:'I ~ë~ l ltlに近

いが， ん， 般人はそれらの リスクを池小評価している

ことがli([犯された。これらの結果は， iI[米のリスヲ J，tJ，fJ、日研

究の知見と一致するものであり，火災 1)スタ傾城でモデル

の 般↑tj を 1J1;~長したといえる。 ところが，ヲt'tJl'iI!Xの低い

火災原因については，消防署員の回答はやや過大なもの

で，むしろ，一般人の惟:<E(直が実態に近かった。そのf'llrll

として与えられるのは，今|円|の調査では住宅火災にIlhiって

('1数を1(i定するよう求めたが，消防官員が対比、すべき火災

は |切などの主主造物や材、出fなど，('1:宅以外にも叩|止|がJム

L、。そして， (1~Wi/l{ Jú日である焼却炉やたき火は刊で以外

のjL;所で火災を起こすことが少なくな いため ， その j; ~~*~~で

従J.i:'(凶が!っJくな ったのではなL、かと考えられる。この解釈

は後十lけのものであり，妥当性を検討するための作業が今

後、必要であろう。また，木研究では一般人として'γ・牛を

採用している。午'1・は一般人の一部であり，仮説泌総{ド)H"l

fλからiFiII}j持f.J.との比較をすること臼体に問題はなL、。 し

かし，学'-1=は一般人を鱗成するサブカテコリーのひとつに

過ぎなL、。今後は，-1婦や会社従業員，公務員なとのデー

タも収集し，知見を桁級化する必安があるだろう。

以 じのような制約はあるものの，木liJf究結果は，火災を

めくるリスクコミュニケーション方針に示唆を勺えるもの

である。すなわち，専門家が，住宅火災をう|きF包こす六き

な1J70き!と して向 11f1fJi!している高頻度J頁自について，一般市

民は過小企i'(Jlliするi凶li，)1)古ある。これにはタバコやこんろ笥

が該当するが， idも大きなギャ yプはIi!{火にある。lioJiリ'J'Ii， 

バイクなとのカバー， コミなとの可燃物が俊IHJに放火され

ることは珍しくないが，今回の結果は，そのことに対して

一般市民は作成不足であることを示唆している。一般市民

は最も野戒しなければならない火災原因を， 十分に深刻に

はとらえていないというrml是で，火災|リ']J上のコミュニケー
ゾヨンプログラムを作!或する必要ーがあるだろう。
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